
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－037） 

 

１ ミクロネシア連邦（FSM）のパニュエロ大統領は、自由連合盟約の更新に

ついて議論をまとめるため 1 月下旬に米国を訪問、米国国家安全保障会議のカ

ート・キャンベル・インド太平洋調整官、ジョセフ・ユン・コンパクト交渉担

当大統領特使らホワイトハウス高官と会談し、最高水準の年間セクター助成金

（annual sector grant assistance）、コンパクト信託基金への資金拠出、U.S. 

Federal Programs & Service の継続及び直接経済支援をこれまでと同様の好条

件で 2044年度まで継続する協定条項について、ホワイトハウス側と大筋で合意

した。 

 現在のセクター助成金は年額約 8000万ドル、毎年議会で決定される教育助成

金を含めると年間約 9300万ドルだが、パニュエロ大統領は、年間 1億 4,000万

ドル、20 年間で合計 28 億ドルのセクター助成金についてホワイトハウスチー

ムから同意を得ることに成功し、これらが米国議会に要求されることとなった。

同助成金は州別の交付であるため、各州の資金は劇的に増加する。さらに、大

統領とホワイトハウスチームは、合意更新を前提として、2044 年度以降も好条

件での直接経済援助の継続条項を協定に盛り込むことに合意した。 

 コンパクト信託基金については、新協定初年の 2024年度から 2年間、年 2億

5000 万ドル、合計 5 億ドルの拠出について合意を得た。信託基金は 2044 年ま

でに少なくとも総額 40億ドル以上に達すると予想される。パヌエロ大統領は今

後数週間以内に米国との基本合意書（MOU）の署名日時を決定する。FSM は若干

残る交渉事項の最終決定を 2月から 3月初めに充てる。 

原文 

（1st February 2023, Kaselehlie Press） 

 

２ マーシャル諸島外相は、新たに署名されたコンパクト基本合意書（MOU）

について、米国議会にまだ未提出のため共有できないとしながらも、「2023 年

1 月 11 日に米国・RMI 間で署名された MOU に示された資金額は、クワジェリン

（米軍基地）関係の支払いを除けば、1年前に米国国務省が主張した額のほぼ 4

倍、ジョセフ・ユン特使が提示した額のほぼ 2 倍となる」、「第 1 次、第 2 次

協定とは異なり、今後 20年間の（第 3次）援助において内容的な後退や減額は

ない」、「健康（一般及び核関連）、気候変動、環境のための新たな資金が設

けられ、我々の裁量で使用できる非常に大きな追加資金となる」、「MOU 締結

の唯一の目的は第 3次援助支援額を米国政府の 2024年度予算に組み込むため」

等のコメントを寄せた。 

原文 

（3rd February 2023, The Marshall Islands Journal） 



 

３ ユナイテッド航空は、マーシャル諸島のマジュロとクワジェリンを結ぶホ

ノルル・グアム間のアイランドホッパーを（2 月 10 日から 11 日にかけての便

から）週 2 便から週 3 便に増便する。ユナイテッド航空は、新型コロナ前は週

3便運航していた。 

原文 

（3rd February 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

４ 太平洋諸島フォーラム（PIF）議長であるフィジーのシティベニ・ランブ

カ首相は、キリバスのターネス・マーマウ大統領から PIF に戻る意思を確認す

る書簡を受け取ったと述べた。ランブカ首相は 1 週間前にキリバスを訪問して

おり、同国を PIF に戻すことが訪問の目的だと述べていた。マーマウ大統領は

昨年 7 月、現事務局長の任命を含む多くの重要な決定において、PIF が公平、

平等、包括性の懸念に対応できていないと主張して、PIFを脱退していた。 

 また、フィジー・タイムズ紙は、ランブカ政権が中国との警察研修・交流協

定を終了させる予定であると報じた。 

原文 

（30th January 2023, Radio NZ） 

原文 

（30th January 2023, The Guardian） 

 

５ 太平洋諸島フォーラム（PIF）のプナ事務局長（※クック諸島の推薦者と

して当選）は、更に一期務めることを望んでいる。2021 年のプナ事務局長就任

に対し、ミクロネシア地域 5 カ国は就任が約束されていると信じていた同地域

の候補が除外されたとして、PIF から撤退すると迫る事態となった。マーシャ

ル諸島カブア大統領がナウル前大統領に PIF の解体を望んでいない旨の書簡を

送り、キリバスのみ脱退し、マーシャル諸島の推薦者を事務局長候補として支

持していた他の 4か国は脱退を撤回した経緯がある。 

原文 

（26th January 2023, Radio NZ） 

 

６ ミクロネシア連邦（FSM）、ナウル及びキリバスの高官並びに豪州、日本

及び米国の代表者は、3 か国を結ぶ東ミクロネシアケーブル（EMC）プロジェク

トの建設推進の共同コミュニケに署名した。同プロジェクトは、キリバス、ナ

ウル及び FSM コスラエ州に安全、確実で信頼性の高いインターネットを提供す

るために、米国、日本及び豪州の各政府が出資する光ファイバー海底ケーブル

を敷設するものである。 

原文 

（1st February 2023, Island Times） 

 

７ ニュージーランド首相にクリス・ヒプキンス氏が就任した。同首相はアー

ダーン政権で教育相と警察相を務めた。 

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/483339/fiji-pm-says-kiribati-set-to-rejoin-pacific-islands-forum
https://www.theguardian.com/world/2023/jan/30/kiribati-to-return-to-pacific-islands-forum-at-vital-moment-for-regional-diplomacy
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/483068/henry-puna-wants-another-crack-at-pacific-islands-forum-top-job
https://islandtimes.org/fsm-signs-communique-with-nauru-and-kiribati-on-new-east-micronesia-cable-project/


原文 

（25th January 2023, PACNEWS） 

 

８ 米国は約 30年ぶりに在ソロモン諸島大使館を再開した。米国は、中国がソ

ロモン諸島と安全保障協定を締結し、太平洋への関心を高めていることへの懸

念から、昨年初めに大使館再開の意向を表明していた。 

原文 

（3rd February 2023, Radio NZ） 

 

９ トケラウ諸島ファカオフォ環礁の子どもたちは、間もなく、太平洋海洋安

全保障プログラム（Pacific Maritime Security Program）の支援を受けて建造

された新しいスクールボートで通学する。船の設計・建造はトケラウ政府と豪

州外務貿易省の共同出資によるもので、5月までに運用開始予定。 

原文 

（23rd January 2023, Mirage News） 

 

10 吉川ゆうみ外務大臣政務官は、グアムの Camp Blaz 海兵隊基地の開所式で、

インド太平洋の安全保障のため、日米同盟の強化が重要であり、グアムの戦略

的重要性はますます高まっている、と述べた。日本政府は、同基地に 30億ドル

（約 4000億円）を拠出している。 

原文 

（26th January 2023, Kuam News） 

 

11 Lowy Institute（※豪州のシンクタンク）Pacific Aid Map によれば、中

国による太平洋地域への開発資金提供が 2016年をピークに減少し続けている。

新型コロナ対応の新規資金提供は非常に少なく、主に融資の減少により 2020年

はわずか 1億 8700万ドルまで落ち込んでいる。 

 供給面から言えば、中国は 2017年以降、一帯一路構想の政治的及び投資的リ

ターンの懸念の高まりにより慎重なアプローチを取っており、中国の投資家は

投資リスク、政治的不確実性、プロジェクトの質の管理に苦慮している。 

 需要面では、太平洋地域における中国の新たなインフラ融資に対する意欲は

減退している。一帯一路構想の腐敗に関する中傷も広まっており、全てのプロ

ジェクトが順調というわけではない。トンガの返済繰り延べ、フィジーやパプ

アニューギニアでの建設途中で放置された荒廃した建築物、無用の長物となっ

たバヌアツの会議場などである。 

 また、2 年間の国境閉鎖により財政余力は縮小し、債務の持続可能性に関す

る懸念が高まったことで、太平洋諸国は低コストの融資を従来のパートナーや

機関に求めるようになった。 

 より競争の激しいインフラ融資において、中国の新規プロジェクトは不利に

なっており、2017 年から 2021 年の間に中国による新規融資に署名したのはソ

ロモン諸島とバヌアツだけとなっている。 

https://pina.com.fj/2023/01/25/hipkins-sworn-in-as-new-zealand-pm-pledges-focus-on-economy/?doing_wp_cron=1675755795.8336400985717773437500
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/483514/us-re-opens-embassy-in-solomon-islands
https://www.miragenews.com/new-boat-for-tokelau-23-january-933246/
https://www.kuam.com/story/48236229/japan-ministry-of-foreign-affairs-rep-calls-need-for-marine-base-critical-for-indopacific


 新型コロナ後、政府歳入の減少により優先順位はインフラなどの長期的な開

発プロジェクトから危機対応に移ったため、主要な開発パートナーの多くは、

太平洋諸国の政府予算に直接支援を行ったが、中国はしなかった。このため、

中国の対外支援は規模と妥当性に欠けたものとなった。 

 しかし、これらの傾向は、中国が太平洋から撤退していることを意味するわ

けではない。中国は戦略的及び経済的な観点の両面から、リスク軽減と利益増

加を図るために、関与と対象を絞っている可能性が高い。例えば、中国はソロ

モン諸島とキリバスに多額の援助を約束したが、どちらも 2019年に外交上の承

認を台湾から中国に切り替えている。中国の太平洋地域への関与が今後どのよ

うに展開されるかは不明だが、開発資金の減少は適切な投資や戦略的な機会が

あればすぐに元に回復する可能性がある。あるいは、中国はより低コストで影

響力を発揮できる関与の形にシフトするかもしれない。 

原文 

（25th January 2023, The Interpreter） 

 

12 Nautical Institute（NI）は、マラッカ・シンガポール海峡を航行する船

舶や乗組員の安全性向上に活用できるデータを収集するための調査を開始した。

特にシンガポール港への入出港に重点を置き、混雑する海峡を航行する際に乗

組員が直面する厳しい要求を特定する。NI シンガポール支部名誉会長は、「イ

ンド洋と太平洋を結ぶ世界で最も戦略的に重要な海洋航行路であるマ・シ海峡

は年 10 万隻を通している。」「STRAITREP Sector 7 では、すでに船舶の動き

が著しく増加しており、今後さらに増加することが予想される。」と述べた。 

原文 

（25th January 2023, Safety 4 Sea） 

 

  

https://www.lowyinstitute.org/the-interpreter/chinese-aid-pacific-decreasing-not-disappearing
https://safety4sea.com/new-survey-to-improve-navigational-safety-in-straits-of-malacca-and-singapore/


 



 

  



 

 

  



 

 


